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白鷗大学法政策研究所年報　第4号（2011. 3）135−148　
第５回白鷗大学学生法律討論会
活動報告1
1．はじめに
　白鷗大学法学部は、白鷗大学法政策研究所
の後援を受け、「第5回白鷗大学学生法律討
論会」を開催した。以下、この討論会の概要
を述べるとともに、問題文および各出場団体
の立論原稿の全文を掲載する。
2．討論会の概要
　本討論会は、平成22年6月30日15時から、
東キャンパス白鷗ホールにて開催された。出
題および審査は、東洋大学准教授の太矢一彦
先生にお願いし、司会は本学の白石が務め
た。問題は民法に関するものであり、討論会
開催日の3週間前に公表した。
　ルールは次のとおりである。団体ごとに代
表者１名が8分以内でその問題についての立
論を行い、その後、立論内容についての質疑
応答が行われる。質疑応答の時間は１団体に
つき8分であり、質問者の１回あたりの質問
時間は応答時間を含めて最長3分である。他
の出場者のみならず会場の見学者も質問をす
ることができるが、審査員や教職員は質問を
することができない。各出場団体につき、立
論内容と質問に対する応答の仕方について審
査員が採点を行い、上位3団体を表彰する（立
論賞）。各出場団体に対して行われた質問に
ついても審査員が別途採点を行い、得点の高
い3つの質問についてその質問者個人（出場
者か否かを問わない）を表彰する（質問賞）。
３．出場団体
① メガネの会
渡邊貴也・須藤拓義・成田洋幸・渡部秀・
石川純 
② 桃色刑務所
白林未来璃・伊澤幸雄・岸智美・佐藤友紀・
高井恵
③ 梟の会
　福島敬広・中里和貴・畠山友希
④ 矢田ゼミ
下村将紀・樋口翔太・小林由香梨・鈴木祥
子・高橋啓子
⑤ わらてぃー
神奈川紘輝・山﨑美沙・山田美穂・梶村麻
菜・中畑直也
⑥ 白石ＪＡＰＡＮ
森嶋達也・野田知央・内藤将仁・酒井尚子・
白　石　智　則　
白鷗大学法学部准教授
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駒場詩織
⑦ 白法会
神田拓也・野原咲・旭晃・樋口貴弘・野田
渚
⑧ すたみな丼
小野田圭宏・佐々将貴・押山明寛・屋渕大
輔
　（立論順）
４．審査結果
【立論賞】
　第１位　わらてぃー
　第2位　白法会
　第3位　矢田ゼミ
【質問賞】
　第１位　森嶋達也（白石ＪＡＰＡＮ）
　第2位　畠山友希（梟の会）
　第3位　樋口貴弘（白法会）
　　　　　野田知央（白石ＪＡＰＡＮ）
５．問題文
　Ｘは、夫に先立たれたのち、Ｘ所有の本件
土地建物に単身で居住していたが、本件土地
建物の売却を巡って息子との言い争いが絶え
なかった。息子はかねてから素行が悪く、ま
た多額の借金も抱えていたことから、Ｘに本
件土地建物を売却させて、その売却代金から
経済的援助を得たいと思っていたが、Ｘは承
諾しなかった。
　平成21年5月末ころ、Ｘは、この事情を知
る知人Ａから「このままでは、Ｘにどのよう
な危害が及ぶかもしれず、危険を避けるため
本件土地建物の登記形式だけ自分（Ａ）に移
してはどうか」ともちかけられ、これに同意
したことから、Ａは、同年6月15日、Ｘから
Ａへの売買を仮装して、Ａ名義の本件所有権
登記を経由した。
　しかしＡは当初からＸを偽罔して本件土地
建物を詐取し、これを転売して利益を図る意
図をもっており、同年6月30日本件土地建物
をＹに転売し、売買を原因とする所有権移転
登記を経由した。
　その後Ａとの連絡が取れなくなったことを
不審に思ったＸは、本件土地建物がＹに転売
されていることを知ったことから、Ｘは錯誤
無効を理由に、Ｙに対し所有権移転登記抹消
登記手続を求めた。
　以上のような事案において、上記、ＸのＹ
に対する請求が認められるかについて論じな
さい。
６．立論原稿
第1論者  メガネの会
〔結論〕
　Ｘの錯誤無効に基づく、Ｙに対する所有権
移転登記抹消登記手続は認められる。
〔理由〕
⑴　民法95条の錯誤について
　まず、民法95条の錯誤について確認します。
　錯誤とは、表示の内容と内心の意思とが一
致しないことを表意者自身が知らないことを
いいます。錯誤の成立要件として、法律行為
の要素に錯誤があること、表意者に重大な過
失がないことが挙げられます。要素の錯誤と
は、その契約決定を左右するほどの事情の錯
誤、つまり重要な部分の錯誤のことをいいま
す。
　本問で問題となる動機の錯誤は、動機が意
思表示の内容として表示されたときは法律行
為の要素として認められるとされています。
これを二元的構成説といいます（通説および
大審院大正3年12月15日判決）。
　そして、虚偽表示（94条）や詐欺（96条）
と異なり、錯誤（95条）の場合には第三者保
護に関する規定が定められていないので、こ
の場合にＹの状態は問題になりませんが、そ
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の分、表意者の重過失の有無が重視されると
考えます。
　次に、本問について検討します。
　息子から土地を売却するように迫られてい
たＸは、転売する意図をＸに隠した状態で、
「Ｘに危害が及ばぬよう本件土地建物の登記
形式だけ自分に移してはどうか」ともちかけ
た知人Ａの裏の意図を読み切れず、本件所有
権登記をＡに経由してしまっています。
　本問と類似した判例に、「これはＸが息子
から土地を守るためにしたものであり、その
動機で、ＸＡ間における売買を仮装して登記
簿上の所有名義を形式上Ａに移転したのであ
るが、実際には、ＡにはＸを守る意図はなかっ
たのであるから、Ｘの売却の意思表示には、
その動機に錯誤があると認めるのが相当であ
る」と解したものがあります。
　さらに、ＸＡ間の法律行為はそもそもＡが
発案したものであり、もしＸが、土地を騙し
取り、第三者に転売するというＡの意図（虚
偽の真実）を知っていたのであれば、仮装売
買による所有権登記の移転手続をしなかった
といえます。したがって、この点につき、Ｘ
の意思表示の重要な部分に関する錯誤とし
て、法律行為の要素に関する錯誤があると解
することができます。
　そのため、ＸＡ間の所有権登記移転の動機
には錯誤があり、この錯誤がなければＸがこ
の法律行為をしなかったのは明白です。
　また、息子からの執拗な要求にＸは悩まさ
れており、それを避ける最善の手段と判断し
ていました。これにより、Ｘの錯誤無効が認
められ、ＸＡ間の法律行為は無効とされ、そ
れによってＡＹ間の行為もなかったことにな
るので、所有権移転登記抹消登記手続は認め
られると考えられます。
⑵　第三者Ｙの保護について
　次に、Ｙの反論について検討します。
　Ｙは、前述の第三者保護規定（94条2項、
96条3項）について主張するものと考えられ
ます。
　本件においては、錯誤（96条）と虚偽表示（94
条）も認められますが、94条2項と96条3項
により、表意者は善意の第三者に対抗できな
いとされています。
　その根拠としては、虚偽の外観を作り出し
た表意者には落ち度があるということ、およ
び、第三者が相手を信用して法律行為をし、
誤った権利関係に通常気付くことができな
かったと考えられる場合、そのような善意無
過失の第三者を保護しないと取引の安全が害
されることが挙げられます。しかし、たとえ
虚偽の外観だとしても、それが不注意に由来
するもので、実際には、信頼に値する外観な
どなかったという場合には、表意者以上に第
三者を保護する必要はないということになり
ます。そのため、条文では「善意」のみを要
件としていますが、実際は「善意無過失」を
要件とすることが相当であると考えます。
　そこで、本件におけるＹの状態について考
えます。ＹがＡから何も知らされずに本件土
地建物を買い受けたということに疑う余地は
ありません。しかし、Ａが信用するに足りる
外観を備えていたかという点を考察すると、
本件土地にはＸが住み続けており、実質占有
はＡではなくＸがしていたといえます。さら
に日本の民法では登記に公信力を認めていな
いことからも、Ａの登記のみを信用して本件
土地建物の権利の事実関係を確認しないまま
買い受けたＹには帰責性があり、過失があっ
たことは否定できません。
　これに対し、Ｘについてみてみると、息子
からの要求に悩まされていたＸが、Ａの登記
形式のみを自分に移転してはどうかという提
案に応じてしまったのはやむを得ないこと
で、さらにはこの通謀虚偽表示によりＸがだ
まそうとしていたのは、実の息子のみであ
り、赤の他人に対して虚偽の外観を作出する
場合ほど責任追及するのはいきすぎであり、
重過失があるとするのは適当でないと考えま
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す。
　以上のことから帰責性の薄い表意者Ｘと過
失の認められる第三者のどちらを保護すべき
かを考えると、Ｘを保護するべきであり、Ｘ
の所有権移転登記抹消登記手続は認められる
という結論にいたりました。
第2論者　桃色刑務所
〔結論〕
　Ｘの意思表示は錯誤により無効であり、Ｘ
Ａ間売買契約は無効となることから、Ｙに対
しては錯誤の絶対的無効により所有権移転登
記抹消請求が認められる。
〔理由〕
⑴　ＸＡ間の売買契約の錯誤無効
　最初に、ＸＡ間の売買契約が錯誤により無
効となることを説明します。
　意思表示は、動機があり、内心的効果意思
（真意）が生じ、表示意思、表示行為へと至
ります。動機は意思表示の前提に過ぎず、効
果意思と表示行為に不一致はないため動機の
錯誤は民法95条における錯誤とは言えず、95
条の適用が除外されてしまいます。しかし、
それでは95条の目的である善良な表意者の保
護を全うできません。そのため、動機が明示
または黙示に表示され、相手方がそれを認識
することにより意思表示の内容となったとき
には例外的に錯誤に含まれるとし、取引の
安全性にも考慮した判例（大審院大正3年12
月15日判決）の立場でもある二元論に基づく
動機表示重視説の立場が妥当であると考えま
す。
　錯誤に関する以上の見解を前提として、本
問について検討します。
　Ｘは、本件土地建物を騙して奪い取り、転
売する目的を持ったＡの詐欺により動機の錯
誤に陥ったと考えます。Ｘのために行うとＡ
自身がもちかけ、Ｘは当初から自分を騙す意
思のあったＡにより所有権移転登記を提案さ
れ、Ａに対して「移転登記する」と回答しま
した。このとき、Ｘの「危険を避けるためＡ
に預けたい」という動機が表示されました。
そして、相手方もその動機を理解していたた
め、動機が意思表示の内容となっているとい
えます。よって、95条の錯誤が成立している
と考えます。
　次に錯誤の要件について解説し、Ｘの本件
意思表示が要件を満たすことを説明します。
　判例（大判院大正3年12月15日判決）によ
れば、錯誤とは、表示行為から推測される意
思と内心的効果意思とが一致しないことであ
り、①法律行為の要素に錯誤があり、②表意
者に重過失がない場合には、その法律行為が
95条により無効となります。
　それぞれの要件について説明します。
　判例（大判院大正７年10月3日判決）は、
法律行為の要素について、表意者が意思表示
の内容の主要な部分とし、この点について錯
誤がなければ、表意者が意思表示をしなかっ
たであろうと認められ、意思表示をしないこ
とが一般取引通念に照らして至極妥当と認め
られるものをさすとしています。
　ＸはＡが登記名義を一時的に預り、自分の
保護に努めてくれるとの動機から錯誤に陥
り、所有権移転登記を行いました。しかし、
ＡがＸを欺罔する意思を持ち、土地を売却し
利益を得る目的があったと知っていたなら
ば、Ｘは所有権移転登記をしなかったであろ
うと認められ、同じ立場の通常人もまた所有
権移転登記をしなかったであろうと考えられ
るため、法律行為の要素について錯誤があっ
たということができます。
　次に、表意者の重過失について検討しま
す。
　判例（大判院大正6年11月９日判決）は、
重過失について、「錯誤に陥ったとき、当該
事情の下で普通人に期待される注意を著しく
欠いていること」と定義しています。
　本問のＸにつき、表意者の知識・能力を基
準に考えた場合、Ｘは登記の重要性について
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ある程度理解していたにもかかわらず所有権
移転登記を行っており、これを重過失と考え
ることもできます。しかし、本問では相手方
ＡがＸを欺罔する意思を持っており、相手方
を保護する必要がないため95条但書は適用さ
れないと考えられます（大判院大正10年6月
７日判決）。
⑵　権利外観法理と96条３項類推適用説
　権利外観法理は、取引の外観を信頼して売
買行為を行った者は保護されるべきであると
いった考え方です。Ｘにはこの法理を侵害し
た責任があるように思えますが、Ｘの事実と
異なる所有権移転登記はＡの詐欺によるもの
であり、Ｘにこの責任を求めるのは過失責任
主義に反しているため妥当でないと考えま
す。 
　また、利益均衡論から、本問のような場合
には96条3項を類推適用すべきであるとも考
えられます。この説は、保護の必要性が強い
はずの詐欺取消しでさえ善意の第三者に主張
できないにもかかわらず、勘違いの錯誤無効
が善意の第三者に主張できるのは公平性に欠
けるため、両方の効果として96条3項を類推
適用することで第三者・表意者間のバランス
を図るべきであるという考え方です。しか
し、本件第三者Ｙには取引通念上重大な過失
があります。自ら購入する建物に居住者がい
るとすれば通常人は不審に思い購入しないだ
ろうし、購入することがあったとしても立退
き契約等を交わすべきです。
　さらに、居住者の有無は、現地で当該土地
建物を調査すれば容易に理解できることであ
るため、Ｙは十分な調査等を怠っており、取
引通念上最低限度の義務を果たしていないと
考えられます。権利は義務を履行した者に与
えられるべきであり、調査を怠ったＹに96条
3項を類推適用しその保護を図ることは、こ
の説の目的とする権利関係のバランスを欠く
ものであり、認めるべきではありません。
　以上の理由からＸは錯誤無効を主張でき、
所有権移転登記抹消請求が可能であると考え
ます。
第３論者　梟の会
〔結論〕
　ＸのＹに対する抹消登記請求は認められな
いと考える。
〔理由〕
　本問において、Ｘは息子との間で本件土地
建物の売却を巡って争っていた。そこでＸは
知人のＡと売買を仮装し、所有権移転登記を
経由した。しかし、ＡはＸを騙して土地を詐
取し、第三者に転売して利益を得る意思を
持っており、ＡはＹに本件土地建物を転売
し、所有権移転登記を経由した。
　不審に思ったＸが、Ｙに本件土地建物が転
売されていることを知ったことから、錯誤無
効を理由にＹに対し所有権移転登記抹消登記
手続を求めた。 
　ＸＡ間の法律行為について目を向けると、
第１に、ＸＡ間では土地を売る意思がないに
もかかわらず共謀して売買を仮装していたた
め、この法律行為は通謀虚偽表示にあたるの
ではないか、第2に、ＡはＸを欺罔して本件
土地建物を詐取したが、これが詐欺にあたる
のではないか、そして第3に、Ｘは売る意思
がないにも関わらずＡはＹに土地を転売した
が、これが錯誤にあたるのではないかという
ことが考えられる。 
　第１の点につき、虚偽表示とは、相手方と
通謀して行う、内心的効果意思と異なる意思
表示である。しかし、この法律行為は本件に
関してはあまり重要ではないと考えられる。
　第2の点につき、詐欺の場合、取消前の善
意の第三者は民法96条3項によって保護され
る。詐欺による意思表示は取り消すことがで
きる。詐欺は欺罔行為によって他人を錯誤に
陥れる違法行為である。相手を騙す意見の陳
述や自分で原因を作ったことについての黙秘
は詐欺となる。
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　本問では、ＡがＸを欺罔して土地を詐取
し、転売する意図を持ち、かつ信義の原則に
反する意見の陳述をしている（真意に反する
意思表示をしている）ことから詐欺にあたる
と考える。
　Ｙが善意であるかどうかにつき、その立証
責任が第三者であるＹには求められる。詐
欺、錯誤に関して、判例ではほとんど第三者
が善意であるとされており、悪意者であるこ
との立証は困難と思われるので、Ｙは善意で
あると考えられる。
　本問において、明確にＹを悪意者とする要
素はないが、もし仮にＹが悪意の第三者で
あった場合、Ｙは96条の保護対象から外れる
こととなる。その場合、Ｘの請求は認められ
ると思われるが、Ｙが悪意の第三者であると
する立証ができないので、Ｙは善意とする。
　第3の点につき、錯誤は詐欺があれば原則
として生じるものである。
　本件の錯誤は要素の錯誤であると考えられ
るため、意思表示は無効となる。要素の錯誤
とは、表意者が意図した内容に錯誤が無けれ
ば、表意者・普通人も意思表示をしないと思
われる程度の重大な錯誤があることである。
因果関係としては、ＡがＹに転売する意思が
あったことをＸが知り得たならば、登記移転
の意思表示をしなかったと考えられる場合で
ある。また、重要性の点につき、詐欺行為が
予測できたなら、取引には入らなかっただろ
うことは明らかである。
　錯誤の95条には、第三者保護規定がないの
でＸの請求は通るように思われるが、取引の
安全性の面からＹが保護されなければならな
い。
　以上より、各条文の第三者保護規定によっ
てＸの請求が認められないものと考える。
　ところで、自分で勝手に勘違いをした場合
を想定している錯誤よりも、相手方に騙され
た詐欺の方が表意者保護の範囲を広くすべき
であると思われるが、通説によれば、第三者
保護規定（96条3項）により、詐欺の方が表
意者の保護範囲が狭くなってしまう。
　そこで、有力説に基づき、錯誤の場合も第
三者保護規定を類推適用すべきである。すな
わち、虚偽の外観が存在し、その外観の作出
につきＸに帰責性があり、Ｙがその外観を信
頼した場合、94条2項を類推適用すべきであ
ると思われる。
　しかし、本問のＸにはＡの詐欺による錯誤
であることから帰責性が認められず、よって
94条2項を類推適用できない。そのため、96
条3項類推適用によってＹを保護する。
　したがって、錯誤についても96条3項の類
推適用により第三者Ｙは保護され、Ｘの抹消
登記請求は認められない。
　Ｙが悪意者であるという可能性は本問にお
いては伺えないため、Ｙは悪意者ではなく、
善意者であると考えられる。
　仮に、ＹがＸＡ間の事情を事前に知りえた
ならば、Ａとの取引には応じなかったであろ
うと思われる。つまり、ＸＡ間の事情を知り
えなかったからこそ、取引に応じたのだとい
える。
　以上から、Ｘは錯誤無効を主張しても第三
者保護が図られるために善意の第三者Ｙに対
抗することができず、移転登記抹消登記手続
請求は認められない。
第４論者　矢田ゼミ
〔結論〕
　ＸのＹに対する請求は認められないと考え
る。
〔理由〕
　はじめに、本件事案において、ＸのＹに対
する請求の理由としては、①錯誤、②虚偽表
示、③詐欺の3パターンが考えられる。では
なぜ、本問のＸは、その中から錯誤を理由に
無効を主張したのだろうか。それは、虚偽表
示と詐欺には善意の第三者保護規定がある
が、錯誤にはそのような規定がないため、法
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律行為の要素に錯誤があること、および、表
意者に重大な過失がないことという要件を満
たせば、善意の第三者に対しても無効を主張
できると解されるからである。
　本問の争点は、①Ｘの意思表示は錯誤無効
に当たるのか、②錯誤における善意の第三者
は保護されるのか、の2点である。
　争点①について説明する。
　まず錯誤とは、表示されている意思と表意
者の内心の効果意思が一致せず、かつ表意者
自身がそれを知らないことをいう。錯誤無効
を主張するためには、法律行為の要素に錯誤
があることが必要だが、要素の錯誤とは、そ
の法律行為の重要な部分であり、もしその錯
誤がなければ、表意者だけでなく一般人もそ
のような意思表示をしなかったであろう場合
をいう。本問では、ＸはＡから「危険を避け
るため、本件土地建物の登記形式だけ自分に
移してはどうか」ともちかけられ、これに同
意し、本件土地建物の登記簿上の所有名義人
を形式上Ａに移転した。
　しかし、Ａには当初からＸを危険から守る
気はなく、Ｘを騙してＹに土地を転売して利
益を得る目的があり、ＸはＡが真実を述べて
いるものと誤信し、登記を移転したのであっ
て、ＸがＡの真実の意図を知っていれば、本
件土地売買およびこれに基づく本件所有権登
記の移転に応じなかったのは、Ｘのみなら
ず、一般人においても明らかであるといえ
る。
　そうすると、ＡにはＸを危険から守る意思
はなく、Ｘはこれを知らなかったので、Ｘの
売却意思には、その動機に錯誤があったとい
える。
　動機の錯誤とは、意思表示の動機に錯誤が
ある場合をいい、偽物の絵を本物だと思って
買ってしまった場合などがこれにあたる。本
来、動機は、表意者の内心の問題であり、他
人はこれを容易に知ることができないため、
原則として意思表示の効力には何ら影響を及
ぼさず、動機の錯誤は無効にはならない。し
かし、その動機が意思表示の内容として表示
され、相手方からも認識できる場合には、民
法95条の錯誤になり、無効を主張することが
できるようになる。本問において、Ｘの「危
険を避けるため」という動機は、Ａの発案に
よるものであり、Ａに表示されているといえ
るため、法律行為の要素の錯誤と認めるのが
妥当であり、本件売買におけるＸの錯誤無効
は認められる。
　次に争点②について説明する。
　冒頭で述べたとおり、錯誤には善意の第三
者保護についての規定がなく、Ｘの錯誤無効
が認められる以上、Ｙは保護されないという
ことになる。しかし、Ｘは、Ａに本件土地建
物の所有権を移転する意思がないにもかかわ
らず、Ａと意思を通じて、本件売買を原因と
する所有権移転登記の手続をしたのであり、
権利の外観を信頼して取引関係に立った第三
者の犠牲のもとで、Ｘは保護されてはならな
い。
　本件事案のような不動産の取引において
は、登記が重要になる。取引の客体である不
動産の状態やその権利関係を登記簿に表示
し、その不動産についての権利が誰にあるの
かを公に知らせることで、取引の安全と円滑
を図ることができる。また、登記には、たと
え実態と一致していなくとも、登記を信頼し
て取引を行った者が保護されるという公信力
をもたせることも考えられる。しかし、我が
国では登記に公信力が認められていないた
め、正当な取引に入った者が不測の損害を
被ってしまう。
　そのような事態を救済し、取引の安全を保
護するために、民法94条2項がある。これは、
いわゆる外観法理に基づくものである。本件
事案において、Ｙは登記を信頼してＡとの取
引をしたのであるから、Ｙは善意であるとい
える。したがって、民法94条2項の「善意の
第三者」に該当する。
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　最後に、本問において、Ｘの錯誤自体は認
められるが、Ｘは、Ａの詐欺による錯誤の結
果とはいえ、Ａと意思を通じて本件売買に基
づく所有権移転登記という虚偽の外観を作出
した当事者であり、そのような信義に反した
行動に出た者が、虚偽の外観を信頼したＹを
犠牲にしてまで保護される必要がないため、
錯誤に陥ったＸよりも、外観を信じたＹの保
護を重視する。
　以上の理由から、私たちは民法94条2項を
類推適用し、ＸよりもＹの保護を重視する立
場をとり、錯誤無効を理由とするＸのＹに対
する主張は認められないと考える。
第５論者　わらてぃー
〔結論〕
　本問につき、ＸのＹに対する所有権移転登
記抹消登記手続請求は認められると考える。
〔理由〕
　本問において、Ｘは所有する土地建物の売
却を巡って息子との言い争いが絶えなかっ
た。そこで、その事情を知る知人ＡからＸ自
身の身を守るために、仮装売買の話をもちか
けられ合意し、ＸはＡへ所有権移転登記を経
由した。
　しかし、Ａは当初からＸを欺罔して本件土
地建物を詐取し、これを転売して利益を図る
意図を持っており、本件土地建物をＹに転売
し、売買を原因とする所有権移転登記を経由
した。
　以上の場合において、ＸはＹに対し、錯誤
無効を理由に所有権移転登記抹消登記手続を
求めたという事案である。
　ここでまず判例（福岡地判平成10年12月24
日、福岡高判平成11年6月29日）を見てみる。
地裁判決は、Ⅹを保護している。Ⅹが虚偽の
外観を作出した際にⅩに帰責性はなく、民法
94条2項、96条3項の類推適用はできないと
して、錯誤無効を認めたからである。
　次に高裁判決は、Ｙを保護している。わざ
と虚偽の外観を作出していたことから、Ⅹに
は帰責性があり、信義則違反にあたる。それ
に対してＹは善意の第三者である。そこでⅩ
とＹをはかりにかけて考えてみると、より保
護されるのはＹであるべきだからである。
　本問では、高裁判決のように解する立場は
妥当でないと考える。しかし、地裁判決の説
明は、Ⅹの帰責性の点について理由が曖昧で
ある。
　確かに、Ⅹは息子をだまそうとして、Ａと
虚偽の外観を作出した。しかし、Ⅹが虚偽の
外観をつくった理由は、錯誤である。この錯
誤がなければ、ⅩがＡに登記を移転しなかっ
たのは、明らかである。また、虚偽表示以前
に錯誤があるので、ⅩとＡとの契約は無効に
なる。無から有は生じないという民法不文の
大原則により、権利がないところから権利は
生じない。よってⅩとＡとの契約がなけれ
ば、ＡとＹとの契約も存在しえない。
　本問の争点は、大きく分けると2点ある。
　第１に、ＸのＹに対する錯誤が認められる
かという点である。
　錯誤が成立するには2つの要件を備えるこ
とが必要である。
　まず、「法律行為の要素」に錯誤があるこ
とである。これを「要素の錯誤」という。要
素の錯誤とは、判例や通説によれば、因果関
係と重要性という2つの要件をそなえた錯誤
のことである。つまり、本件事案の場合、Ｘ
がＡの真意を知っていれば、Ａに登記移転の
意思表示をしなかったであろうことは、一般
人の基準からみても明白であり、重要な部分
の錯誤であるということができる。
　また、今回の錯誤は、「動機の錯誤」とい
うことができる。ここで問題となるのは「動
機の錯誤」が「要素の錯誤」に含まれるのか
ということである。原則としては含まれない
とされているが、表意者の動機が相手方に表
示されていたときに限り、例外として要素の
錯誤に含まれるとされている。本件事案にあ
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てはめてみると、ＡのほうからⅩに、息子か
ら土地を守るために登記移転をしてはどうか
ともちかけていることから、当然Ⅹの動機を
Ａは知っていたことになる。よって、今回の
錯誤は要素の錯誤に含まれる。
　錯誤が成立するための次の要件は、Ｘに重
過失がないことである。重過失とは、錯誤に
陥ったことについて、普通人に期待される注
意を著しく欠いていることをいう。本件事案
では、Ｘは、家庭内のことについて話すほど
の知人として、Ａをある程度信頼していると
見ることができる。また、Ａは真意を隠して
いるため、ＸがＡの真意を知ることは困難で
ある。よって、注意を著しく欠いているとは
いえず、重過失があったと考えることはでき
ない。
　したがって、2つの要件を満たしているの
でⅩは錯誤に陥っていたと認められる。
　第2の争点は、Ｙは善意の第三者として保
護されるかということである。
　ここで、94条と96条の第三者保護規定につ
いて考える。
　ＸとＡが通謀して虚偽表示を行った場合
と、ＡがＸに対して詐欺を行った場合は、Ｘ
に帰責性があるといえる。そうなれば、善意
の第三者はもちろん保護されるべきである。
しかし、錯誤の場合は異なる。内心の意思と
表示意思の不一致に表意者が気付いていなけ
れば、表意者自身に帰責性があるとはいえな
い。この場合、表意者と善意の第三者とを比
べると、表意者を保護する必要性がより高い
とされる。
　よって、錯誤には敢えて第三者保護規定が
置かれなかったものと考える。
　このことを本問に当てはめると、Ｘに帰責
性は無いと考えられる。
　確かに、Ｘは虚偽の外観を作出したが、そ
の第１の目的は、息子を騙して錯誤に陥れる
ことではなく、自己の居住している土地建物
を守ると同時に、身の安全の確保をすること
にあった。また、今回の登記移転はＸ自身が
もちかけたものではなく、ＸはＡからの提案
を受け入れたに過ぎない。
　さらに、Ｘは、住居の所有権に関わる問題
を任せるほど、Ａのことを信頼していたと見
ることができる。これらの理由から、Ｘに帰
責性を問うことはできないと考える。
　よって、Ⅹは錯誤無効を主張できると考え
る。
　また、Ⅹに錯誤が認められることから、Ⅹ
Ａ間の契約は無効となり、無から有は生じな
いという民法不文の大原則により、ＡＹ間の
契約も無かったことになる。
　したがって、ⅩはＹに対して所有権移転登
記抹消登記手続を請求することができる。
第６論者　白石ＪＡＰＡＮ
〔結論〕
　Ｘは、錯誤を理由に、Ｙに対し所有権移転
登記抹消登記手続を請求することができな
い。
〔理由〕
⑴　Ｘの錯誤について
　まず、Ｘの錯誤について検討する。
　民法95条は、「意思表示は、法律行為の要
素に錯誤があったときは、無効とする。ただ
し、表意者に重大な過失があったときは、表
意者は、自らその無効を主張できない」と規
定する。
　錯誤とは、表示行為から推測される意思と
表意者の真実の意思が食い違っていて、その
食い違いを表意者自身気付いていないことを
いう。錯誤無効が認められるためには、①「法
律行為の要素」に錯誤があること、②表意者
に「重大な過失」のないことという2つの要
件を満たす必要がある。
　①の「法律行為の要素」とは、契約の重大
な部分のことをいう。「法律行為の要素」に
錯誤があることを一般に「要素の錯誤」とい
う。また、②の「重過失」とは、錯誤に陥っ
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たことにつき、普通人に期待される注意を著
しく欠いていることをいう。なお、相手方が
悪意のときは、表意者が不注意であったにせ
よ、表意者の犠牲において相手方を保護する
必要はないから、95条但書は適用されない。
　錯誤による意思表示は、原則として無効で
ある。つまり、錯誤による意思表示は、無かっ
たものとして扱われ、結局、契約はなかった
こととなる。
  また、錯誤は、大まかに2つに分類するこ
とができる。それは、表示行為の錯誤と動機
の錯誤である。
  動機の錯誤とは、効果意思と表示行為は一
致しているが、効果意思を発生させるための
過程、つまり、「動機」に錯誤が存在するこ
とをいう。原則として、動機の錯誤は要素の
錯誤とならない。つまり、民法95条の対象と
はならないということである。しかし、動機
が明示であれ黙示であれ表示され、意思表示
の内容となった場合は、「法律行為の要素」
の錯誤となって、民法95条の対象となる（判
例・通説）。
　以上を前提として本問について検討する。
　Ｘの効果意思は、「Ａと売買を仮装し、本
件土地・建物を登記の形式だけＡに移そう」
というものであり、Ｘの表示行為は、「Ａと
売買を仮装し、本件土地・建物の所有権登記
をＡ名義とした」ものであった。これによれ
ば、Ｘの効果意思と表示行為は一致してい
る。
　しかし、ここで注目しなければならないの
は、Ｘの動機である。本件において、Ｘの動
機には錯誤があるといえる。
　Ｘは、本件土地・建物を息子から守るため
であると誤信し、それを理由に（つまり動機
として）、本件土地・建物の売買を仮装し登
記をＡに移転した。しかし、実際、Ａには本
件土地・建物を守る意図が無かった。その事
実をＸは知らなかったのであるから、Ｘの意
思表示には、その動機に錯誤があると認める
のが相当である。
　次に、Ｘの動機の錯誤は、要素の錯誤とな
り得るのか。
　動機の錯誤が要素の錯誤となるためには、
その動機が相手方に表示され法律行為の内容
となり、もし錯誤がなかったら表意者がその
意思表示をしなかったであろうと認められる
ことが必要である。本問のＸの「動機」をみ
ると、Ｘは、この動機があったからこそＡに
登記を移転した以外には考えられない。ま
た、Ｘの「動機」は、Ａが提案し、Ｘがその
ことに対し同意しているという経緯がある。
これより、Ｘの動機は、Ａに対し表示されて
いるといえる。したがって、Ｘの「動機」は、
法律行為の要素となっているといえるので、
本問における動機の錯誤は、要素の錯誤とい
える。
  また、表意者の重過失、つまり、Ｘの重過
失については、無かったと判断できる。
⑵　善意の第三者について
　ここまでの検討だけでいうと、Ｘは、民法
95条の錯誤が成立し、Ｙに対し所有権移転登
記抹消登記手続を請求できると考えられる。
だが、ここで忘れてはいけないことがある。
善意の第三者Ｙについてである。本当に、Ｙ
は、善意の第三者であるにもかかわらず、本
件土地・建物を手放さなくてはいけないの
か。
　周知の通り、民法95条には善意の第三者を
保護する規定がない。そこで、民法94条2項
を類推適用することで善意の第三者を保護で
きないのかについて検討する。
　民法94条１項は、「相手方と通じてした虚
偽の意思表示は、無効とする」、2項は、「前
項の規定による意思表示の無効は、善意の第
三者に対抗することはできない」と規定す
る。
　虚偽表示とは、相手方と通じて真意でない
意思表示を行うことである。例えば、ＡＢ間
で、実際には売買契約などないのに、ある物
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の売買をしたかのように装うことである。条
文に当てはめれば、民法94条１項により、Ａ
の申込もＢの承諾も共に真意に合致しないか
ら無効となる。だが、ＡＢ以外の人がこの契
約に利害関係を持ってくると、同条2項より、
無効ということはできなくなる。
　本来の虚偽表示以外でも、しばしば民法94
条2項が類推適用されるのは、同項が権利外
観の法理の現れと見られているからである。
権利外観の法理とは、「真の権利者が、自分
以外の者が権利者であるという外観を作り出
したときは、それを信頼した第三者は保護さ
れるべきであり、自らその外観を作った権利
者は権利を失ってもやむを得ない」というも
のである。
　以上を前提にして本問をあてはめると、Ｘ
は、ＸＡ間において、売買契約を仮装し、本
件所有権登記をＡ名義にしており、これよ
り、Ｘが自ら虚偽の外観をつくりだしてい
る。
　また、Ｘは、Ａと通謀し、売買を仮装し、
Ａ名義に本件所有権登記を移転し、自ら虚偽
の外観をつくりだしている。これは権利外観
法理の場面であり、本件は、民法94条2項の
類推適用の範囲といえる。
　したがって、民法94条2項の類推適用より、
Ｘは、Ｙに対し錯誤無効を主張できない。
第７論者　白法会
〔結論〕
　ＸのＹに対する錯誤無効を理由にした所有
権移転登記抹消登記手続は認められる。
〔理由〕
⑴　本件売買はＸの錯誤により無効か
　本問ではＸが錯誤無効を主張していること
から、錯誤について検討する。
　錯誤とは、内心と意思表示が対応せず、表
意者がその不一致を知らないことをいう。ま
た、その不一致が意思表示の重要な部分に関
する場合、意思表示をした者に重過失がなけ
れば、その意思表示は無効とされる。
　錯誤の成立要件として、法律行為の要素の
錯誤であることと、表意者に重大な過失のな
いことが挙げられる。
　錯誤無効を法律行為の要素に錯誤がある場
合に限定した理由は、内心と意思表示との食
い違いが甚だしい場合にだけ意思表示が無効
となるようにするためである。法律行為の要
素に錯誤があるということは、契約の要素に
錯誤があるということになる。「要素」とは、
表意者が法律行為の本質的部分としたものの
ことであり、また、その点につき、錯誤がな
ければ表意者は意思表示をしなかったであろ
うと考えられ、その錯誤がなければ意思表示
をしないであろうことが、一般の取引の通念
に照らして相当と認められるということであ
る。
　また、要素の錯誤以外に分類される錯誤
に、動機の錯誤がある。動機の錯誤において
は、意思表示に対応する内心的効果意思はあ
るので、無効とはならないと考えられてい
る。これは、動機は通常表示されないもので
あり、内心にとどまる限り、それを知り得な
い相手方の取引の安全をはかるという趣旨に
基づくものである。しかし、動機が相手方に
明示もしくは黙示で表示されていれば要素の
錯誤に含まれると考えられている。これは、
表示があれば相手方は、その動機を知ること
ができ、無効だとしても、相手方に不測の損
害を与えることを回避できることを理由とす
る。
　重過失とは、錯誤に陥ったことにつき、普
通人に期待される注意を著しく欠いていると
いうことである。なお、相手方が悪意、つま
り表意者の錯誤を知っているときは、たとえ
表意者が重過失であったにせよ、表意者の犠
牲において相手方を保護する必要がないか
ら、95条但書の適用はないとされている。
　本問でＡは当初からＸを欺罔して本件土地
建物をだまし取り、これを転売し、利益を図
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る目的であったが、この目的を隠し、「息子
からＸを守るため」にと登記名義の移転をＸ
に申し込んだ。そしてこの事実を真実と誤信
したＸは本件土地建物の仮装売買に応じた。
このことから、Ｘの本件意思表示は、「息子
から守ってもらうため」という動機のもと表
示されたものであったが、Ａの目的は転売で
あったため、Ｘに動機の錯誤があったといえ
る。さらにこの動機はＡからもちかけられた
ものあり、当然Ａに表示されているので、Ｘ
Ａ間では法律行為の要素に含まれる。また、
この錯誤がなければＸはＡに所有権移転登記
を行わなかったであろうし、本件土地建物に
は現在Ｘが居住しているので、ＸがＡの転売
目的を知っていたとしたら、本件土地建物の
所有権移転登記を行うことは一般的な取引の
通念に照らして考えられない。
　次にＸの重過失について検討する。本件事
案において、Ｘには、素行の悪い息子がお
り、その息子が本件土地建物を狙っていた。
このままＸが本件土地建物を所有し続けてい
れば、Ｘに危害が及ぶ可能性が高かった。こ
のような差し迫った状況において、Ａからの
本件申込みを承諾することは、社会通念上、
著しく注意を欠いているとはいえず、Ｘに重
過失があるとは言えない。また、仮にＸに重
過失があったとしても、ＡはＸの錯誤を当然
知っていたのであり、この場合であってもＸ
は錯誤無効を主張できると考える。
⑵　Ｙは善意の第三者として保護されるか
　本問において、ＸＡ間での取引の後に本件
土地建物をＡから取得した第三者Ｙが保護さ
れる余地があるかを検討する。
　本件請求は錯誤無効を理由とするものであ
るが、95条には第三者保護についての規定は
無い。しかし、94条2項または96条3項の第
三者保護規定の類推適用をしてＹの保護を図
る余地があると考えられる。
　まず、最初に94条2項の適用ないし類推適
用について検討する。
　94条2項の趣旨は、虚偽の外観を作り出し
た真の権利者よりも、作り出された外観を信
頼して取引を行ったものを保護することであ
る。そうすると、この94条2項は権利外観法
理を虚偽表示の場合に適用した規定であると
考えることができる。ここでいう権利外観法
理とは、「真の権利者が自分以外のものが権
利者であるかのような外観を作り出したとき
は、それを信頼した第三者は保護されるべき
であり、自らその外観を作った権利者は権利
を失っても止むを得ない」というものであ
る。また、この趣旨から、真の権利者の外観
作出に対する帰責性の程度によって判断する
べきであると考えられる。なお、帰責性があ
るというためには、自らの意思で外観を作出
したといえるほどの積極的関与が必要とな
る。
　本件事案において、ＸはＡの行った詐欺に
よって意思表示をしたとはいえ、双方が通じ
て本件売買を仮装したのであるから、ＸＡ間
の取引は通謀虚偽表示にあたる。しかし、Ｘ
はＡの欺罔行為によって錯誤に陥り意思表示
をしている。これは意思の不存在であり、自
らの意思で虚偽の外観の作出をしたとはいえ
ず、またその作出に積極的に関与したとはい
えないから、Ｘに帰責性は無いと考えられ、
94条2項は適用ないし類推適用されない。
　次に、96条3項の適用ないし類推適用につ
いて検討する。
　民法は、法律行為の要素に錯誤があった場
合には意思表示を無効として表意者の保護を
図りつつ、錯誤は表意者の内心において生じ
るものであることから、表意者に重大な過失
があった場合には、表意者の保護を抑制して
相手方の保護を図っている。これに対して詐
欺による意思表示については、法律行為の要
素に錯誤を生じていない場合でも、これを取
り消すことができるものとして表意者を保護
するが、善意の相手方、または第三者につい
ては表意者の保護に優先することにしたもの
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である。
　このように、詐欺と錯誤それぞれについ
て、相互に独立した制度として異なった要件
をもって規律し、表意者の保護と相手方また
は第三者の保護との均衡を保っている。
　このことから、錯誤による無効の効果の発
生を詐欺における善意の相手方または第三者
保護の要件をもって妨げたり、詐欺による取
消しの効果の発生を錯誤における表意者保護
の抑制のための要件をもって妨げたりするな
ど、一方の制度の消極要件を他方の消極要件
として類推することは許されない。従って96
条3項の適用ないし類推適用は否定される。
第８論者　すたみな丼
〔結論〕
　ＸのＹに対する請求は認められる。
〔理由〕
　まず、Ｘは、Ａが初めからＸを欺罔して本
件土地建物を詐取転売し、利益を図る意図を
持っていたことを知らずに本件仮装売買契約
を結び虚偽の外観を作出したのであり、Ｘの
意思表示には動機の錯誤があり、本件錯誤は
法律行為の要素に関する錯誤に当たる。ま
た、民法95条但書にある、重大な過失につい
ては、Ｘが本件錯誤に陥ったことにつき、Ａ
の真意を知り得たかという点において注意を
著しく欠いたとまでは言えず、重過失は認め
られない。したがって、Ｘは錯誤無効を自ら
主張できる。
　次に、本件錯誤におけるＸとＹの関係につ
き、民法95条に善意の第三者保護規定が存在
しないため、民法94条2項および96条3項が
類推適用され得るか否かについて検討する。
　まず、民法94条2項の類推適用についてで
あるが、本規定は、動産取引における民法
192条のような趣旨の規定が不動産取引につ
いては存在しないために、動的安全の保護を
不動産にも与える目的で民法95条に類推適用
されるが、これは「真実とは異なる外観が存
在し、真の権利者にその外観作出についての
帰責性がある場合、その外観を信頼し新たな
行為をした第三者を保護するために外観どお
りの法律上の効果を認める」という権利外観
法理に基づく。また、民法192条が善意・無
過失を要求していることから、本項の類推適
用においても第三者が善意・無過失である場
合に保護され得ると解される。さらに、本件
における虚偽の外観の作出につき、Ｘは、素
行の悪い息子との間で本件土地建物の売却を
巡って言い争いが絶えず、かつ、息子から危
害を加えられる可能性があったことにより本
件仮装売買契約を結んだのであり、Ｘの行為
は節税目的の仮装売買契約にみられるような
背信的行為とは言えず、Ｘの帰責性は重いも
のでない。これに鑑みても、本件においては、
Ｘを犠牲にしてまで第三者が保護され得る要
件は、厳格なものと成らざるを得ず、よって
本件仮装売買契約における虚偽の外観を信頼
しＡとの間で本件土地建物の新たな契約を結
んだ第三者Ｙが保護され得る要件が善意・無
過失であることは適当である。
　ここで、Ｙの過失の有無について考える。
Ｙが本件錯誤に関して悪意であった場合、将
来訴訟に巻き込まれる可能性のある本件土地
建物を購入する意思を持つとは考えられない
ため、善意であったと考える。しかし、Ｙと
Ａとの間で結ばれた本件土地建物の売買契約
において、当該契約を結ぶ際にＹには、当該
契約を結んだ後にＹ自身が不慮の損害を被る
ことを防止する目的で、本件土地建物の真の
所有者を確認すべきであったといえる。ここ
でいう確認とは、本件土地建物の状態全ての
調査というような特段高度なものでなく、取
引の確実性の確保を図るためにも必要な行為
であり、本件事案においてはＡにより本件土
地建物がＹに転売された後もＸは本件土地建
物に居住し続けていることから、その真の所
有者がＸであることを確認する機会は容易に
得られたはずである。この確認を怠ったがた
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めにＹは本件土地建物の真の所有者をＡだと
信じ込んだのであり、本件土地建物の真の所
有者の確認をせずして当該売買契約を結ぶに
至った点において、Ｙには過失が存在する。
よって、Ｙは善意・有過失であり、本項の類
推適用によって保護され得ず、したがって本
件錯誤に関して本項を類推適用することは意
味を成さず、不適当であり、認められない。
　次に、民法96条3項の類推適用についてで
あるが、錯誤には効果意思が存在していない
ため意思主義により原則無効であるのに対
し、詐欺による瑕疵ある意思表示には効果意
思が存在しているため原則有効であり、表意
者保護のために取り消し得るとされた点で、
民法95条と本条とでは第三者保護を図る理屈
が異なる。つまり、本条においては、有効な
法律行為を取り消す際に善意の相手方を保護
する必要があるため善意の第三者保護規定が
おかれたが、民法95条においては、原則無効
であるため意図的に本項のような善意の第三
者保護規定がおかれなったのであり、民法95
条に本項を類推適用することは、その意図に
反する。よって、民法95条に善意の第三者保
護規定がおかれなかった意図を無視してまで
本項を類推適用することは適当でなく、認め
られない。しかし、民法95条への本項の類推
適用を認めない場合、欺罔による錯誤に関し
て第三者が全く保護され得ないため、保護す
る必要性の大きい者にのみ錯誤無効を認める
べきである。本件において、Ｘは、前述の通
り虚偽の外観作出につき帰責性が重くないこ
とから、保護する必要性が大きく、錯誤無効
が認められる。
　したがって、本件錯誤において、民法94条
2項および民法96条3項の類推適用は認めら
れず、ＸはＹに対抗できる。
　Ｘが自ら錯誤無効を主張でき、本件錯誤に
善意の第三者保護規定の類推適用ができない
ことから、ＸのＹに対する請求は認められ
る。
